
- 1 - 

化学物質に係る環境保全対策の検討結果について（平成 16 年度）

 

平成 16年度に、大阪府では、府民の安全を確保し、府民に安心を提供していくため、

大阪２１世紀の環境総合計画に掲げた化学物質対策を効果的に実行する方策に加え、

危機管理の観点も踏まえ、現状における課題を再整理し、望ましい方向性について次

のようにとりまとめた。 

 

課   題 具体的な対応策 

規制の対象：国のリスク評価結果で人の健康または生態系

に与える影響が大きいと判断され､府域での環境濃度が高

く､自主管理の促進では環境の状況が改善されない物質 

規制や自主管理の

対象とする化学物

質の選定方法 

自主管理の対象：ＰＲＴＲ法の物質選定の考え方を踏ま

え、同法の第１種及び第２種指定化学物質 

1)排出量削減 

○大阪府の排出量削減目標の設定 

平成 22年度を目標年度とし、ＰＲＴＲ法届出排出量の

削減率をトップランナー方式で算出 

○多量排出事業者制度の創設 

ＰＲＴＲ法に基づく届出排出量上位物質等を一定量以

上排出する事業者に対して､管理計画書の提出（環境報告

書等の公表で代用可）を請求 

○化学物質版『大阪エコアクション宣言』の創設 

化学物質を取り扱う全ての事業者に対して､事業者が自

主的に対象物質を選定し、環境保全への取り組みについ

て府のホームページで宣言 

環境リスクの高い

化学物質の排出削

減を促進するため

の効果的な手法 

2)管理体制の整備 

○化学物質管理組織の整備 

ＰＲＴＲ法届出対象事業者に対して､化学物質管理責

任者の選任・報告を請求 

危機管理への対応

に関する有効な手

法 

多量排出事業者に対して､管理計画の策定に当たり、事故

災害や地震等災害時の二次汚染に対し、未然防止、応急措

置、周辺影響調査等事後対応について配慮 

業界団体と連携した研修会の開催、大学との連携などによ

り化学物質管理者を育成 

公的研究機関やＮＰＯと連携して使用合理化、排出抑制に

関する技術開発を支援 

環境負荷

の管理・

低減 

行政による支援 

事業者、団体等の目標として、また、取り組み内容につい

て広く普及させるため、環境保全活動への表彰制度を活用

環境モニ

タリング 

ＰＲＴＲデータで

排出量の多い物質

等についての環境

モニタリング手法 

常時監視による継続的な把握やＰＲＴＲデータ等発生源

データを考慮した地域での把握など、目的に応じた環境モ

ニタリングを実施 

大阪府環境審議会 揮発性有機化合

物・化学物質対策部会（第１回） 資料１－３
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情報の内容とその

提供方法 
 

化学物質の有害性情報、環境モニタリングデータ、ＰＲＴ

Ｒデータなどの情報をわかりやすくとりまとめ、ホームペ

ージやその他の手法で提供するとともに、ＮＰＯ等は双方

向のリスクコミュニケーションが期待できるため、ＮＰＯ

等の協力や参画を得て一般の人に伝えていくことも検討 

教育機関やＮＰＯと連携してプログラムを開発し、年齢に

応じた環境教育を推進（小学生、中学生、高校生、成人）

リスク評

価情報の

収集・提

供 

化学物質に係る環

境教育の推進 

 市町村、ＮＰＯと連携した研修会の開催により、環境教育

に係る人材を育成 

リスクコミュニケ

ーションの有効な

手法 

府民、事業者、行政が共通の認識を持つため、化学物質の

有害性情報、環境モニタリングデータ、ＰＲＴＲデータな

どの情報をわかりやすく提供していくとともに、リスクコ

ミュニケーションの実施事例も提供 

リスクコ

ミュニケ

ーション

の普及促

進 人材育成手法 業界団体と連携した研修会の開催などにより、リスクコミ

ュニケーターを育成 
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